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世界（国連） 日本 滋賀県
1946 昭和21年 「日本国憲法」公布
1947 昭和22年 「日本国憲法」施行

「教育基本法」施行
「労働基準法」施行

1948 昭和23年 「世界人権宣言」採択 「児童福祉法」施行
1949 昭和24年 「少年法」施行
1950 昭和25年 「生活保護法」施行
1955 昭和30年 「婦人の参政権に関する条約（婦人参政権条

約）」締結

1958 昭和33年 「人身売買及び他人の売春からの搾取の禁止
に関する条約（人身売買禁止条約）」締結

1959 昭和34年 「子どもの権利宣言」採
択

「国民年金法」施行

1960 昭和35年 「身体障害者雇用促進法」施行
1961 昭和36年 同和対策審議会設置 滋賀県同和対策審議会設置
1963 昭和38年 「老人福祉法」施行
1965 昭和40年 同和対策審議会答申
1969 昭和44年 「同和対策事業特別措置法（同対法）」施行
1970 昭和45年 「心身障害者対策基本法」施行
1971 昭和46年 「知的障害者の権利宣

言」採択
滋賀県同和対策審議会答申
「滋賀県同和対策長期計画」策定

1975 昭和50年 国際女性年
「障害者の権利宣言」採
択

1976 昭和51年 国連女性の10年
1979 昭和54年 国際児童年 「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際

規約（Ａ規約）」締結
「市民的及び政治的権利に関する国際規約（Ｂ
規約）」締結

1981 昭和56年 国際障害者年 「難民の地位に関する条約（難民条約）」締結
1982 昭和57年 「高齢者問題国際行動

計画」採択
「難民の地位に関する議定書」締結
「地域改善対策特別措置法（地対法）」施行

「滋賀県障害者対策長期構想」策
定
「滋賀県同和対策総合推進計画」
策定1983 昭和58年 国連・障害者の10年

1985 昭和60年 「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関
する条約（女性差別撤廃条約）」締結

1986 昭和61年 「雇用の分野における男女の均等な機会及び待
遇の確保等女子労働者の福祉の増進に関する
法律（男女雇用機会均等法）」施行（勤労婦人
福祉法を改正）

レイカディア推進本部設置

1987 昭和62年 「障害者の雇用の促進等に関する法律」改正
「地域改善対策特定事業に係る国の財政上の
特別措置に関する法律（地対財特法）」施行

「滋賀県同和対策新総合推進計
画」策定

1989 平成元年 「高齢者保健福祉推進10カ年戦略（ゴールドプ
ラン）」策定

1990 平成2年 「男女共同参加型社会づくり滋賀県
計画」策定

1991 平成3年 「高齢者のための国連
原則」採択

1992 平成4年 「滋賀県同和対策新総合推進計画
（改訂計画）」策定

1993 平成5年 「障害者基本法」施行（心身障害者対策基本法
を改正）
「環境基本法」施行

「滋賀県障害者対策新長期構想」
策定

1994 平成6年 「児童の権利に関する条約（子どもの権利条
約）」締結
男女共同参画推進本部設置
子どもの人権専門委員会設置
「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特
定建築物の建築の促進に関する法律（ハートビ
ル法）」施行
「新ゴールドプラン」策定

「男女共同参加型社会づくり滋賀県
計画（第1次改定）」
「滋賀県高齢者保健福祉計画（湖
国しがゴールドプラン）」策定
「滋賀県住みよい福祉のまちづくり
条例」施行

1995 平成7年 人権教育のための国連
10年（2004年まで）

「あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際
条約（人種差別撤廃条約）」締結
人権教育のための国連10年推進本部設置
「高齢社会対策基本法」施行

「滋賀県個人情報保護条例」施行

人権関係年表（主な法整備等の状況）
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世界（国連） 日本 滋賀県
1996 平成8年 「ＨＩＶ及びＡＩＤＳと人権

に関するガイドライン」
採択

「男女共同参画2000年プラン」策定
地域改善対策協議会（地対協）意見具申
「らい予防法」廃止

「レイカディア新指針」策定

1997 平成9年 「人権擁護施策推進法」施行（2002年(平成14
年）3月25日失効）
人権擁護推進審議会設置
「人権教育のための国連10年に関する国内行
動計画」
「児童福祉法」改正
「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関
する知識の普及及び啓発に関する法律（アイヌ
文化振興法）」施行

滋賀県人権教育のための国連10
年推進本部設置
「滋賀県子育て支援総合計画淡海
エンゼルプラン」策定
「淡海障害者プラン」策定
「今後の同和行政に関する基本方
針」策定
「滋賀県国際施策推進大綱」策定

1998 平成10年 「人権教育のための国連10年滋賀
県行動計画」策定
「滋賀県男女共同参画推進計画
パートナーしが2010プラン」策定

1999 平成11年 国際高齢者年 「拷問及び他の残虐な、非人道的な又は品位を
傷つける取り扱い又は、刑罰に関する条約」締
結
人権擁護推進審議会「人権尊重の理念に関す
る国民相互の理解を深めるための教育及び啓
発に関する施策の総合的な推進に関する基本
的事項について」答申
「男女共同参画社会基本法」施行
「雇用の分野における男女の均等な機会及び待
遇の確保に関する法律（男女雇用機会均等
法）」改正
「児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及
び児童の保護等に関する法律（児童買春・児童
ポルノ禁止法）」施行
「感染症の予防及び感染症の患者に対する医
療に関する法律（感染症法）」施行

滋賀県人権施策推進懇話会設置

2000 平成12年 「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」
施行
「男女共同参画基本計画」策定
「ストーカー行為等の規制等に関する法律（ス
トーカー規制法）」施行
「児童虐待の防止等に関する法律（児童虐待防
止法）」施行
「介護保険法」施行
「民法」一部改正（新しい「成年後見制度」創設）
「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用
した移動の円滑化の促進に関する法律（交通バ
リアフリー法）」施行

「滋賀県高齢者保健福祉計画・滋
賀県介護保険事業支援計画（淡海
ゴールドプラン2000）」策定
「今後の同和行政に関する基本方
針」改正

2001 平成13年 人権擁護推進審議会「人権救済制度の在り方
について」答申
人権擁護推進審議会「人権擁護委員制度の改
革について」追加答申
「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護
に関する法律（配偶者暴力防止法）」施行

「滋賀県人権尊重の社会づくり条
例」施行
滋賀県人権施策推進本部設置
滋賀県人権施策推進審議会設置
「淡海エンゼルプラン後期重点計
画」策定
「滋賀県障害者対策長期構想
2010」策定
「健康しが推進プラン」策定

2002 平成14年 「人権教育・啓発に関する基本計画」策定
「身体障害者補助犬法」施行
「障害者基本計画、重点施策実施5か年計画」
策定
「地対財特法」失効
「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の
制限及び発信者情報の開示に関する法律（プロ
バイダ責任制限法）」施行
「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置
法（ホームレス自立支援法）」施行

「人権教育のための国連10年滋賀
県行動計画（改訂計画）」策定
「滋賀県男女共同参画推進条例」
施行
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世界（国連） 日本 滋賀県
2003 平成15年 「インターネット異性紹介事業を利用して児童を

誘引する行為の規制等に関する法律（出会い
系サイト規制法）」施行
「個人情報の保護に関する法律」施行
「北朝鮮当局によって拉致された被害者等の支
援に関する法律」施行

「滋賀県人権施策基本方針」策定
「滋賀県男女共同参画計画パート
ナーしが2010プラン（改訂版）」策
定
「滋賀県高齢者保健福祉計画・滋
賀県介護保険事業支援計画（淡海
ゴールドプラン2003改訂版）」策定
「新・淡海障害者プラン」策定
「滋賀県国際施策推進大綱（改訂
版）」策定

2004 平成16年 人権教育のための世界
計画

「武力紛争における児童の関与に関する児童の
権利に関する条約の選択議定書」締結
「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護
に関する法律（配偶者暴力防止法）」改正
「児童虐待の防止等に関する法律（児童虐待防
止法）」改正
「性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関
する法律」施行

「人権意識高揚のための教育・啓発
基本計画」策定
「だれもが住みたくなる福祉滋賀の
まちづくり条例」施行（滋賀県住み
よい福祉のまちづくり条例を改正）

2005 平成17年 「男女共同参画基本計画（第2次）」策定
「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行
う労働者の福祉に関する法律（育児・介護休業
法）」改正
「児童の売買、児童買春及び児童ポルノに関す
る児童の権利に関する条約の選択議定書」締
結
「発達障害者支援法」施行
「犯罪被害者等基本法」施行

「次世代育成支援行動計画子ども
の世紀しがプラン」策定
「滋賀県個人情報保護条例」改正

2006 平成18年 「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する
支援等に関する法律（高齢者虐待防止法）」施
行
「高齢者、身体障害者等の移動等の円滑化の促
進に関する法律（バリアフリー法）」施行
「障害者自立支援法」施行
「拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害
問題への対処に関する法律」施行
「自殺対策基本法」施行

「滋賀県子ども条例」施行
「レイカディア滋賀プラン」策定

2007 平成19年 「雇用の分野における男女の均等な機会及び待
遇の確保に関する法律（男女雇用機会均等
法）」改正
「犯罪被害者等の権利利益の保護を図るため
の刑事手続に付随する措置に関する法律」改正

「滋賀県配偶者からの暴力の防止
および被害者の保護に関する基本
計画」策定
「滋賀県児童虐待防止計画」策定
「障害者福祉しがプラン」策定
「滋賀県犯罪被害者支援施策の取
組指針」策定

2008 平成20年 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護
に関する法律（配偶者暴力防止法）」改正
「児童虐待の防止等に関する法律（児童虐待防
止法）」改正
「アイヌ民族を先住民族とすることを求める決
議」採択
「性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関
する法律」改正
「国籍法」改正
「人権教育の指導方法等の在り方について（第
3次とりまとめ）」

「滋賀県男女共同参画計画パート
ナーしが2010プラン（第2次改訂
版）」策定
「滋賀県保健医療計画」改定
「健康しが推進プラン」改定

2009 平成21年 「強制失踪からのすべての者の保護に関する国
際条約」締結
「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行
う労働者の福祉に関する法律（育児・介護休業
法）」改正
「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」
施行
「臓器の移植に関する法律」改正
「青少年が安全に安心してインターネットを利用
できる環境の整備に関する法律（青少年ネット
規制法）」施行

「障害者福祉しがプラン」改定
「レイカディア滋賀プラン」改定
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世界（国連） 日本 滋賀県
2010 平成22年 「男女共同参画基本計画（第3次）」策定

「肝炎対策基本法」施行
「淡海子ども・若者プラン」策定
「滋賀県児童虐待防止計画」改定
「滋賀県多文化共生推進プラン」策
定

2011 平成23年 「人権教育および研修
に関する宣言」採択
「ビジネスと人権に関す
る指導原則」採択

「人権教育・啓発に関する基本計画」一部変更
（北朝鮮当局による拉致問題等を追加）

「滋賀県人権施策推進計画」策定
「滋賀県男女共同参画計画新パー
トナーしがプラン」策定
「滋賀県配偶者からの暴力の防止
および被害者の保護に関する基本
計画」改定

2012 平成24年 「障害者虐待の防止、障害者の擁護者に対する
支援等に関する法律（障害者虐待防止法）」施
行

2013 平成25年 「いじめ防止対策推進法」施行
「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に
支援するための法律（障害者総合支援法）」施
行

「滋賀県保健医療計画」改定
「健康いきいき２１－健康しが推進
プラン－（改定版）」策定

2014 平成26年 「子どもの貧困対策の推進に関する法律」施行
「人身取引対策行動計画2014」策定

「滋賀県いじめ防止基本方針」策定

2015 平成27年 「持続可能な開発目標
（SDGs）」採択

「男女共同参画基本計画（第4次）」策定
「子ども・子育て支援法」施行
「難病の患者に対する医療等に関する法律」施
行

「滋賀県配偶者からの暴力の防止
および被害者の保護等に関する基
本計画」改定
「淡海子ども・若者プラン」改定
「滋賀県児童虐待防止計画」改定
「レイカディア滋賀高齢者福祉プラ
ン」改定
「滋賀県障害者プラン」策定
「滋賀県多文化共生推進プラン（改
定版）」策定

2016 平成28年 「女性の職業生活における活躍の推進に関する
法律（女性活躍推進法）」施行
「障害を理由とする差別の解消の推進に関する
法律（障害者差別解消法）」施行
「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の
解消に向けた取組の推進に関する法律（ヘイト
スピーチ解消法）」施行
「部落差別の解消の推進に関する法律（部落差
別解消推進法）」施行
「再犯の防止等の推進に関する法律」施行

「滋賀県人権施策推進計画」改定
「パートナーしがプラン2020（滋賀
県男女共同参画計画・滋賀県女性
活躍推進計画）」策定

2017 平成29年 「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実
習生の保護に関する法律」施行

「滋賀県いじめ防止基本方針」改定

2018 平成30年 「障害者による文化芸術活動の推進に関する法
律」施行
「ギャンブル等依存症対策基本法」施行

「滋賀県保健医療計画」改定
「健康いきいき２１－健康しが推進
プラン－（第2次）」策定
「レイカディア滋賀高齢者福祉プラ
ン」改定
「滋賀県犯罪被害者等支援条例」
施行
「滋賀県犯罪被害者等支援推進計
画」策定
「滋賀県自殺対策計画」策定

2019 平成31年
（令和元
年）

「出入国管理及び難民認定法」改正
「アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現
するための施策の推進に関する法律」施行
「アイヌ施策の総合的かつ効果的な推進を図る
ための基本的な方針」策定
「認知症施策推進大綱」策定
「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」
改正
「ハンセン病元患者家族に対する補償金の支給
等に関する法律」施行

「滋賀県障害者差別のない共生社
会づくり条例」施行
「滋賀県再犯防止推進計画」策定
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世界（国連） 日本 滋賀県
2020 令和2年 「児童虐待の防止等に関する法律」改正

「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇
用の安定及び職業生活の充実等に関する法律
（労働施策総合推進法）」改正
「雇用の分野における男女の均等な機会及び待
遇の確保等女子労働者の福祉の増進に関する
法律（男女雇用機会均等法）」改正
「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行
う労働者の福利に関する法律」改正
「『ビジネスと人権』に関する行動計画」策定
「男女共同参画基本計画（第５次）」策定

[滋賀県配偶者からの暴力の防止
および被害者の保護等に関する基
本計画」改定
「滋賀県多文化共生推進プラン」改
定

2021 令和3年 「新型インフルエンザ等対策特別措置法」改正
「孤独・孤立対策の重点計画」策定

「パートナーしがプラン2025（滋賀
県男女共同参画計画・滋賀県女性
活躍推進計画）」策定
「滋賀県障害者プラン2021」策定
「レイカディア滋賀高齢者福祉プラ
ン」改定
「滋賀県防災プラン」策定

2022 令和4年 「個人情報の保護に関する法律」改正
「性をめぐる個人の尊厳が重んぜられる社会の
形成に資するために性行為映像制作物への出
演に係る被害の防止を図り及び出演者の救済
に資するための出演契約等に関する特則等に
関する法律（AV出演被害防止・救済法）」施行
「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の
制限及び発信者情報の開示に関する法律（プロ
バイダ責任制限法）」改正
「自殺総合対策大綱」改定
「人身取引対策行動計画２０２２」策定

「滋賀県読書バリアフリー計画」策
定
「第２次滋賀県犯罪被害者等支援
推進計画」策定

2023 令和5年 「こども基本法」施行
「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多
様性に関する国民の理解の増進に関する法律」
施行

「滋賀県自殺対策計画」改定
「滋賀県手話をはじめとする障害の
特性に応じた言語その他の手段に
よる意思疎通等の促進に関する条
例」施行

2024 令和6年 「共生社会を実現するための認知症基本法」施
行
「孤独・孤立対策推進法」施行
「困難な問題を抱える女性への支援に関する法
律」施行
「特定電気通信による情報の流通によって発生
する権利侵害等への対処に関する法律（情報
流通プラットフォーム対処法）」公布 （特定電気
通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発
信者情報の開示に関する法律を改正）
「出入国管理及び難民認定法」改正法公布
「外国人の育成就労の適正な実施及び育成就
労外国人の保護に関する法律」公布（外国人の
技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護
に関する法律を改正）

「滋賀県困難な状況にある女性へ
の支援のための施策の実施に関す
る基本的な計画」策定
「レイカディア滋賀高齢者福祉プラ
ン」改定
「滋賀県保健医療計画」改定
「健康いきいき２１－健康しが推進
プラン－（第3次）」策定
「第ニ次滋賀県再犯防止推進計画」
策定
「滋賀県感染症予防計画」改定
「滋賀県依存症総合対策計画」策
定
「滋賀県人権施策推進計画」改定
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滋賀県人権尊重の社会づくり条例 

 

 すべての人間は生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳および権利について平等である。 

  すなわち、私たち一人ひとりは、様々な個性をもったかけがえのない存在であり、社会的身分、門地、人種、民族、信条、性別、年齢、障害、

疾病等により人権の享有を妨げられることなく、個人として尊重されなければならない。そして一人ひとりの多様性が認められ、それぞれのも

つあらゆる可能性が発揮される機会が与えられなくてはならない。 

  同時に、私たちはこのような自由と権利を行使するに際しては、他者の自由や権利を認め合い、相互に尊重しなければならないという義務を

負っている。 

  こうした認識に基づいて、現在および将来の世代にわたり、豊かな自然に恵まれ環境を大切にする滋賀に、人間としての尊厳が保障され、す

べての人の人権が尊重される社会をつくりあげることは、私たちみんなの願いであり、また責務である。 

  私たち滋賀県民は、２１世紀の初頭に当たり、人権が尊重される社会づくりを進めるために不断の努力を続けていくことを決意し、この条例

を制定する。 

 

（目的） 

第１条 この条例は、人権が尊重される社会づくりに関し、県、県民および事業者の責務を明らかにするとともに、人権が尊重される社会づくり

を推進するための基本となる事項を定めることにより、すべての人の人権が尊重される豊かな社会の実現に寄与することを目的とする。 

 

（県の責務） 

第２条 県は、前条の目的を達成するため、人権意識の高揚を図るための施策その他の人権が尊重される社会づくりに関する施策（以下「人

権施策」という。）を積極的に推進するものとする。 

２ 県は、人権施策の推進に当たっては、国および市町との適切な役割分担を踏まえて、これを行うとともに、必要な調整に努めるものとする。 

 

（県民および事業者の責務） 

第３条 県民および事業者は、自ら人権意識の高揚に努めるとともに、家庭、地域、学校、職域その他の社会のあらゆる分野において、人権が

尊重される社会づくりに寄与するように努めなければならない。 

 

（人権施策基本方針） 

第４条  知事は、人権施策の総合的な推進を図るための基本となる方針（以下「人権施策基本方針」という。）を定めるものとする。 

２ 人権施策基本方針には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 人権が尊重される社会づくりの基本理念 

(2) 人権意識の高揚を図るための施策に関すること。 

(3) 相談支援体制の整備に関すること。 

(4) 人権問題における分野ごとの施策に関すること。 

(5) その他人権施策を推進するために必要な事項 

３ 知事は、人権施策基本方針を定めるに当たっては、あらかじめ滋賀県人権施策推進審議会の意見を聴くものとする。 

４ 知事は、人権施策基本方針を定めたときは、これを公表するものとする。 

５  前２項の規定は、人権施策基本方針を変更する場合について準用する。 

６ 知事は、人権施策基本方針に関する施策の実施状況について、毎年度、滋賀県人権施策推進審議会に報告するものとする。 

 

（人権施策基本方針との整合） 

第５条 県は、県行政のあらゆる分野における施策の策定および実施に当たっては、人権施策基本方針との整合に努めるものとする。 

 

（滋賀県人権施策推進審議会の設置） 

第６条  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づき、知事の附属機関として、滋賀県人権施策推進審議会（以

下「審議会」という。）を設置する。 

２ 審議会は、人権施策基本方針に関する事項を調査審議するほか、知事の諮問に応じ、人権が尊重される社会づくりに関する事項について

調査審議する。 

３ 審議会は、人権が尊重される社会づくりに関する事項に関し、知事に意見を述べることができる。 

 

（審議会の組織等） 

第７条 審議会は、委員１８人以内で組織する。 

２ 委員は、人権に関し学識経験を有する者および県民から公募した者のうちから知事が任命する。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることを妨げない。 

５ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

６ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織および運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

付 則 

 １ この条例は、平成１３年４月１日から施行する。 

   （以下省略） 
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滋 賀 県 人 権 施 策 基 本 方 針  

 

 

１ 人権施策基本方針策定の背景  

 
（１）国内外の動向  

 
 第 ２次 世 界 大 戦 中 に行 われた大 量 虐 殺 や特 定 の民 族 へ
の迫 害 などの人 権 侵 害 や人 権 抑 圧 に対 する反 省 から、人

権 問 題 は国 際 社 会 全 体 に関 わる問 題 であり、人 権 の保 障
が世 界 平和 の基 礎 であるという考 え方 が主流 になりました。 
  そこで、国 際 連 合 が人 権 問 題 に取 り組 むことになり、第 ３

回 の国 連 総 会 （昭 和 ２３年（１９４８年）１２月 １０日 ）で、「世 界
人 権 宣 言 」が採 択 されました。世 界 人 権 宣 言 は、生 命 ・身
体 の安 全 その他 の多 くの基 本 的 人 権 に関 する基 準 を示 し、

すべての人 が差 別 を受 けることなく、これらの人 権 を享 有 で
きるようにすべきであると宣言 しています。 
 しかし、世 界 人 権 宣 言 は、基 本 的 人 権 尊 重 の基 準 を定

めたものであり、それ自 体 が法 的 な拘 束 力 を持 つものでは
ありません。そこで、宣 言 で規 定 された権 利 に法 的 拘 束 力
を持 たせるため国 際 人 権 規 約 が採 択 されました。国 際 人 権

規 約 は、もっとも基 本 的 かつ包 括 的 な条 約 として、人 権 保
障 のための国際 的 な基 準となっています。 
 さらに、人 種 差 別 撤 廃 条 約 や女 性 差 別 撤 廃 条 約 、子 ど

もの権 利 条 約 等 個 別 の人 権 保 障 のための条 約 が採 択 され
ています。また、国 際 婦 人 年 や国 際 児 童 年 、国 際 障 害 者 年
等 の国 際 年 を定 め、それぞれの課 題 を解 決 するため集 中 的

に取 り組 んできました。 
 しかしながら、人 権 尊 重 に対 する各 国 の取 り組 みは一 様
ではなく、また、東 西 冷 戦 が終 結 した後 も、世 界 各 地 で地 域

紛 争 が多 発 し、これに伴 う人 権 侵 害 、難 民 発 生 など深 刻 な
問 題 が起こっています。 
  このような中 で、平 成 ５年 （１９９３年 ）には、これまでの人

権 活 動 の成 果 を検 証 し、現 在 直 面 している問 題 や今 後 進
むべき方 向 を協 議 するため、ウィーンにおいて世 界 人 権 会
議 が開 催 され、人 権 教 育 の重 要 性 を確 認 するとともに、「人

権 分 野 における教 育 活 動 を促 し、奨 励 し、かつ重 視 するた
めに、人 権 教 育 のための国 連 １０年 を宣 言 することが検 討 さ
れるべきである」と提 唱されました。 

  これを受 けて、平 成 ６年（１９９４年 ）の国 連 総 会 は、平 成 ７
年 （１９９５年 ）から平 成 １６年 （２００４年 ）までの１０年 間 を
「人 権 教 育 のための国 連 １０年 」とすることを決 議 するととも

に、「人 権 教 育 のための国 連 １０年 行 動 計 画 」を採 択 し、人
権 という普 遍 的 文 化 を世 界 中に構 築 するための取 り組 みを
開 始 しました。 

  このような国 際 的 な人 権 尊 重 の流 れの中 で、わが国 は、
国 際 人 権 規 約 をはじめ、女 性 差 別 撤 廃 条 約 や子 どもの権
利 条 約 、人 種 差 別 撤 廃 条 約 等 の人 権 関 係 条 約 に加 入 して

きました。 
  「人 権 教 育 のための国 連 １０年 」の取 り組 みでは、内 閣 総
理 大 臣 を本 部 長 とする「人 権 教 育 のための国 連 １０年 推 進

本 部 」が設 置 され、平 成 ９年 （１９９７年 ）７月 には、「人 権 教
育 のための国 連 １０年 」に関 する国 内 行 動 計 画 が策 定 され
ました。 

  また、平 成 ８年 （１９９６年 ）１２月 に、人 権 に関 する施 策 の
推 進 について、国 の責 務 を明 らかにするとともに、必 要 な体
制 を整 備 することによって人 権 の擁 護 に資 することを目 的 と

する「人 権 擁 護 施 策 推 進 法 」が制 定 されました。この法 律 に
基 づいて人 権 擁 護 推 進 審 議 会 が設 置 され、「人 権 尊 重 の
理 念 に関 する国 民 相 互 の理 解 を深 めるための教 育 及 び啓

発 に関 する施 策 の総 合 的 な推進 に関 する基 本 的 事 項」およ
び「人 権 が侵 害 された場 合 における被 害 者 の救 済 に関 する
施 策 の充 実 に関 する基 本 的 事 項 」について審 議 が重 ねられ

ました。前 者は、平 成 １１年 （１９９９年）７月 に、後 者 は、平 成

１３年（２００１年）５月 と１２月 に、それぞれ答申 がありました。 

 現 在 、新 たな人 権 救 済 制 度 の創 設 等 を内 容 とする「人 権
擁 護 法 案」が提出 されています。 
  また、最 近 の法 整 備 の動 きとして、平 成 １２年 （２０００年 ） 

１２月 には、「人 権 教 育 及 び人 権 啓 発 の推 進 に関 する法 律 」
が制 定 されるとともに、個 別 の人 権 課 題 に対 応 すべく、「男
女 共 同 参 画 社 会 基 本 法 」（平 成 １１年 （１９９９年 ））、「高 齢

者 、身 体 障 害 者 等 の公 共 交 通 機 関 を利 用 した移 動 の円 滑
化 の促 進 に関 する法 律 」（平 成 １２年 （２０００年 ））、「児 童 虐
待 の防 止 等 に関 する法 律 」（平 成 １２年 （２０００年 ））、「配 偶

者 からの暴 力 の防 止 及 び被 害 者 の保 護 に関 する法 律 」（平
成 １３年（２００１年））等 が制 定されています。 
 

（２）本県の状況  
 
  本 県 ではこれまで、女 性 、子 ども、高 齢 者 、障 害 者 、同 和

問 題 、外 国 人 、患 者 等 の人 権 の個 別 分 野 ごとに、それぞれ
の課 題 解 決 のために各 種 施策に取 り組 んできました。 
  また、平 成 １０年 （１９９８年 ）７月 に「人 権 教 育 のための国

連 １０年 滋 賀 県 行 動 計 画 」を策 定 し、これに基 づき人 権 教
育 を積 極 的 に推進 してきました。 
  さらに人権 施 策 を総 合 的 に推進 するために、平 成１１年 

（１９９９年 ）７月 に滋 賀 県 人 権 施 策 推 進 懇 話 会 を設 置 し、
人 権 施 策 を推 進 する上 での基 本 理 念 や基 本 方 向 、推 進 体
系 等 について協 議 いただき、平 成 １２年 （２０００年 ）９月 に提

言 がまとめられました。提 言 では、人 権 施 策 を推 進 するため
の具 体 的 な推 進 体 系 として、①その中 核 となる基 本 方 針 を
策 定 する必 要 があること、②基 本 方 針 の策 定 および実 施 に

必 要 な推 進 体 制 を整 備 すべきこと、③県 民 とともに人 権 施
策 を総 合 的 かつ継 続 的 に実 施 していくための法 的 基 盤 とな
る条 例 を制 定 する必 要 があることの３点 について指 摘 され

ています。 
  国 の内 外 における人 権 尊 重 の気 運 の高 まりや提 言 を踏
まえて、県 が県民 の皆 さんとともに人 権 が尊 重される社 会 づ

くりを推 進 するための基 本 となる「滋 賀 県 人 権 尊 重 の社 会
づくり条 例 」（以 下 「条 例 」という）を制 定 し、平 成 １３年 （２０
０１年 ）４月 １日 に施 行 しました。また、知 事 を本 部長 とする滋

賀 県 人 権 施 策 推 進 本 部 を設 置 し、推 進 体 制 の整 備 を図 っ
ています。 
  条 例 には、人 権 施 策 の総 合 的 な推 進 を図 るための基 本

となる方 針 （以 下 「人 権 施 策 基 本 方 針 」という）を定 めるこ
と、そして、人 権 施 策 基 本 方 針 を定 めるに当 たっては、あら
かじめ滋 賀 県 人 権 施 策 推 進 審 議 会 の意 見 を聴 くことを定

めています。これらの規 定 に基 づき、滋 賀 県 人 権 施 策 推 進
審 議 会 を設 置 し、人 権 施 策 基 本 方 針 について調 査 ・審 議
いただき、平 成 １４年 （２００２年 ）１０月 ２日 に「人 権 施 策 の総

合 的 な推 進 を図 るための基 本 となる方 針 について」の答 申
をいただきました。 
 

２ 人権施策基本方針の性格  

 

 人 権 問 題 の解 決 に向 けた取 り組 みは、これまでも県 行 政
のそれぞれの分 野 で行 っていましたが、今 後 は、あらゆる分
野 において、人 権 尊 重 の視 点 に立 った行 政 を推 進 していく

ことが必要 です。 
  条 例 では人 権 施 策 基 本 方 針 に関 して、第 ５条 で「県 は、
県 行 政 のあらゆる分 野 における施 策 の策 定 および実 施 に当

たっては、人 権 施 策 基 本 方 針 との整 合 に努 めるものとする」
と定 めています。すなわち、この人 権 施 策 基 本 方 針 は、県 が
各 種 の政 策 を決 定 し、それを具 体 的 な施 策 の形 で実 施 して

いくすべての段 階 において準 拠 すべき基 本 的 な考 え方 を示
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すものです。 
  この人 権 施 策 基 本 方 針 では、滋 賀 県 における様 々な人
権 問 題 の現 状 と課 題 を踏 まえて、それらに対 処 する場 合 の

共 通 の視 点 として、人 権 の基 本理 念 を明らかにしています。 
 そして、いずれの問 題 解 決 にも必 要 である基 本 施 策 とと
もに、それぞれの人 権 問 題 に対 処 するための分 野 別 施 策 の

方 向 性 を示 しています。 
 

３ 人権問題の現状と課題  

 
①女性  

 個 人 の意 識 や行 動 、社 会 の習 慣 ・慣 行 の中 には、未 だに
女 性 に対 する差 別 や偏 見 、固 定 的 な性 別 役 割 分 担 意 識 に
基 づくものが見 られ、それが女 性 に対 する不 利 益 、不 平 等

を生 み出 し、かつ女性 の社 会 参画 を大 きく制 約 しています。 
  また、ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）※１、セクシュアル・
ハラスメント、性 犯 罪 、売 買 春 やストーカー行 為 などの女 性

に対 する身 体 的 ・性 的 ・精 神 的 な暴 力 という問 題 がありま
す。 
  ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）は、それを目 にする子 ど

もに対 する影 響 も大 きく、児 童 虐 待 との関 連 も指 摘 されて
います。 
 

②子ども  
  少 子 化 や家 族 規 模 の縮 小 、家 族 形 態 の多 様 化 、家 庭 の
養 育 ・教 育 機 能 の低 下 等 、子 どもを取 り巻 く社 会 環 境 の変

化 の中 で、子 どもの権 利 条 約 にうたわれている意 見 表 明 権
をはじめとする種 々の権 利 が十 分 に保 障 されているとは言
い難 い状 況があります。 

  中 でも児 童 虐 待 は非 常 に深 刻 な状 況 にあり、平 成 １３年
度 （２００１年 度 ）の子 ども家 庭 相 談 センターへの虐 待 相 談
件 数 は４５５件 で、１０年 前 の平 成 ３年 度 （１９９１年 度 ）と比

較 すると約 ２７倍 に増加 しています。 
  また、学 校 におけるいじめや暴 力 行 為 、不 登 校 の増 加 と
いう問 題 があります。 

 
③高齢者  
  高 齢 化 が急 速 に進 行 しており、今 後 はより一 層 、一 人 ひ

とりが生 き生 きと充 実 した高 齢 期 を過 ごすことができる社 会
が求 められています。しかし、単 に高 齢 というだけで一 律 に
社 会 的 弱 者 と判 断 されたり、年 齢 制 限 等 により働 く場 が十

分 に確 保 されていない状況 があります。 
  他 方 で、高 齢 者 に対 する虐 待 （介 護 の放 棄 や拒 否 を含
む）や、判 断 能 力 の不 十 分 な人 に対 する財 産 ・金 銭 面 等 で

の権 利 侵 害 が発 生 しています。また、施 設 等 における身 体
拘 束 という問題 もあります。 
 

④障害者  
  障 害 のある人 もない人 も、より身 近 な地 域 社 会 でともに
生 活 することが求 められています。しかし、障 害 や障 害 のあ

る人 に対 する誤 解 や偏 見 という心 理 的 な障 壁 は解 消 されて
おらず、物 理 的 、制 度 的 な障 壁 も存 在 します。また、就 労 を
はじめとする社 会 参 画 の場 が十 分 に確 保 されていない状 況

があります。 
 さらに、虐 待 や判 断 能 力 の不 十 分 な人 に対 する財 産 ・金
銭 面 等 での権 利 侵 害 が発 生 しており、施 設 等 における身 体

拘 束 という問題 もあります。 
 
⑤同和問題  

  昭 和 ４４年 （１９６９年 ）に「同 和 対 策 事 業 特 別 措 置 法 」が
施 行 されて以 来 、平 成 １３年 度 （２００１年 度 ）まで３０年 以 上
にわたり、特 別 措 置 法 のもとで数 次 にわたる継 続 した計 画

に基 づき関 係 諸 施 策 を推 進 してきた結 果 、生 活 環 境 の改
善 を中 心 とした物 的 事 業 については、相 当 の成 果 を収 めて
きましたが、教 育 、就 労 などの分 野 においてなお課 題 が残 さ

れています。また、今 なお誤 った考 え方 や差 別 意 識 が残 って
おり、依 然 として差 別 事 象 等 が発 生 している状 況 もありま
す。 

  また、同 和 問 題 に対 する誤 った意 識 が残 っていることに
乗 じて、不 当 な利 益 等 を求 めるえせ同 和 行 為 も後 を絶 たな
い状 況があります。 

 
⑥外国人  
 近 年 における諸 外 国 との人 的 ・物 的 交 流 の拡 大 や平 成 ２

年 （１９９０年 ）の「出 入 国 管 理 及 び難 民 認 定 法 」の改 正 によ
り、県 内 に在 住 する外 国 人 は南 米 日 系 人 を中 心 に急 激 に
増 加 しています。平 成 １３年（２００１年 ）末 で２４，２９０人 であ

り、平 成 元 年 （１９８９年 ）の２．７倍 となっています。特 に南 米
出 身 の人 々は約６４倍 にも増加しています。 
 このような状 況 の中 で、外 国 人 に対 する理 解 不 足 から差

別 や偏 見 が見 受 けられるとともに、言 語 、習 慣 、制 度 、文 化
等 の違 いから、住 居 、労 働 、福 祉 、医 療 、教 育 等 の様 々な
分 野 で問 題 が生 じています。例 えば、子 どもの教 育 に関 して

は、日 本 語 の能 力 が不 十 分 なため、人 間 関 係 がうまくいか
ないこと、学 校 の授 業 を理 解 できないことを原 因 として、不
登 校 になっているケース等 もあります。また、高 校 進 学 が困

難 な状 況 もあります。 
 また、歴 史 的 経 緯 からやむを得ず在 住 しなければならなく
なった韓 国 ・朝 鮮 などの人 々に対 する差 別 や偏 見 は依 然 と

して残 っています。 
 
⑦患者  

 近 年 、医 療 技 術 の進 歩 、疾 病 構 造 の変 化 、人 口 構 造 の
変 化 、県 民 の生 活 水 準 の向 上 等 により、健 康 や病 気 に関 す
る意 識 や価 値 観 が大 きく変 わってきており、患 者 の人 権 を

尊 重 した質 の高 い医 療 の実 現 や、患 者 と医 療 関 係 者 の望
ましい関係 の構 築が求められています。 
 しかし、患 者 一 人 ひとりのクオリティー・オブ・ライフ※２の確

保 ・向 上 という面 から見 て療 養 環 境 が十 分 整 備 されている
とは言 えません。また、医 療 従 事 者 と患 者 との間 の相 互 協
力 関 係 が十 分 に築 かれていない状 況 もあります。さらに、医

療 事 故 、医 療 過 誤 等 を含 めた医 療 行 為 に関 わる問 題 につ
いて、患 者 や家 族 の立 場 から相 談 し、苦 情 を申 し立 てる仕
組 みもまだまだ十 分 ではありません。 

 エイズ患 者 ・ＨＩＶ感 染 者 や難 病 患 者 等 に対 して、不 十 分
な知 識 や誤 解 から、今 なお差 別 や偏 見 が存 在 します。また、
ハンセン病 療 養 所 入 所 者 等 については、差 別 や偏 見 の存

在 とともに、長 期 間 にわたる療 養 生 活 や、高 齢 であること、
後 遺 症 を有 していることなどから、社 会 復 帰 が困 難 な状 況
があります。 

  
 以 上 のほかにも、刑 を終 えて出 所 した人 、犯 罪 被 害 者 、
ホームレス等 の人 権 をめぐる様々な問 題 が存 在 しています。 

 また、インターネットを悪 用 した人 権 侵 害 等 の新 たな問 題
も発 生 しています。 
 

４ 人権の基本理念  

 

（１）人権の普遍性・日常性  
 
 人 権 は、不 当 な差 別 を受 けている人 たちだけに関 わるの

ではなく、私 たちすべての人 間 に関 わるという普 遍 性 を有 し
ています。 
 例 えば、私 たちは、テレビ、ラジオや新 聞 などからいろいろ

な情 報 を得 、それによって自 分 たちの生 活 に必 要 な判 断 を
下 しています。これは、「知 る権 利 」と呼 ばれる人 権 を行 使 し
ているのです。 

 一 方 、人 権 は普 遍 性 と同 時 に、きわめて身 近 なものであ
るという日 常 性 も有 しています。前 述 の「知 る権 利 」は毎 日
の生 活 に直 結 しています。また、私 たちは仕 事 をして収 入 を

得 、それによって毎 日 の生活 に必 要 な物 資 を買 っています。 
 これは、「財 産 権 」とか「勤 労 の権 利 」という人 権 を行 使 し
ているわけであり、これらの人 権 なしには、私 たちの日 常 生

活 は成 り立ちません。 
 このように、人 権 は県 民 誰 もの身 近 な権 利 であり、人 権
尊 重 の社 会 づくりに関 する県 の取 り組 みはそのことを前 提
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として進 められなければなりません。 
 
（２）人権の平等性  

 
 人 権 はすべての人 間 に対 して同 じように保 障 されなけれ
ばなりません。 

 世 界 人 権 宣 言 の第 １条 は「すべての人 間 は、生 まれなが
らにして自 由 であり、かつ、尊 厳 と権 利 とについて平 等 であ
る」と規 定 しており、条 例 の前 文 も「私 たち一 人 ひとりは・・・

社 会 的 身 分 、門 地 、人 種 、民 族 、信 条 、性 別 、年 齢 、障 害 、
疾 病 等 により人 権 の享 有 を妨 げられることなく」とうたってお
り、個 人 の性 や人 種 、出 生 などのように、その人 自 身 の意 思

や努 力 で変 えることのできない事 実 を根 拠 として、人 権 の享
有 に差 別 を設 けることは許されません。 
 したがって、県 がいろいろな分 野 で決 定 する政 策 やそれ

を実 現 するための具 体 的 な施 策 は、すべての県 民 の人 権 の
平 等 性 を保障 するものでなければなりません。 
 

（３）個人の尊重  
 
 人 権 は一 人 ひとりの個 人 の尊 重 に根 差 すものでなければ

なりません。 
 条 例 の前 文 にあるとおり、「私 たち一 人 ひとりは、様 々な
個 性 をもったかけがえのない存 在 であり・・・個 人 として尊 重

されなければならない」のです。生 命 や身 体 の不 可 侵 ・安 全
の保 障 というもっとも基 礎 的 な人 権 は、人 権 がもともと個 人
のものであることを当 然 の前 提 としています。また、「（２）人

権 の平 等 性 」は、差 別 を禁 じていますが、この禁 止 も結 局
は、個 々人 の人 権 が保 障 されて初 めて意 味 を持 つわけで
す。そして、一 人 ひとりがその個 性 を発 展 させていろいろな

可 能 性 を追 求 することは、結 果 として社 会 全 体 の可 能 性 を
高 め、社 会 に属 するすべての人 々にその発 展 の恩 恵 をもた
らすことにつながります。つまり、県 が県 民 一 人 ひとりの人 権

を尊 重 し、その個 性 を伸 ばす施 策 を採 択 することは、県 全
体 の可 能 性 を拡 大 し、県 民 すべてに効 果 をもたらすと言 え
ます。 

 
（４）多元社会と共生  
 

 人 権 は様 々な個 性 を持 った個 人 がその人 らしく生 きる権
利 と言 えます。様 々な可 能 性 を発 展 させることによって、多
様 性 にみちた社 会 を生み出 し、その中 でいろいろな人 たちが

共 に生 きる状 況 をつくりだします。条 例 の前 文 は、「私 たち
一 人 ひとりは、様 々な個 性 をもった・・・存 在 であり」とうたう
とともに、「一 人 ひとりの多 様 性 が認 められ、それぞれのもつ

あらゆる可 能 性が発 揮される機会 が与 えられなくてはならな
い」とうたっています。このことは、前 述 のように、県 民 一 人 ひ
とりの個 性 を伸 ばすことにより、県 全 体 の可 能 性 が拡 大 し、

県 民 すべてに効 果 をもたらすことにつながります。そのため
には、県 民 のあいだで多 様 性 が承 認 され、それに基 づいた
多 元 社 会 が実 現 し、その中 で県 民 が共 生 していくことが必

要 です。 
 
（５）人権の義務的性格  

 
  人 権 は権 利 としての性 格 と並 んで、義 務 としての側 面 を
併 せ持 っています。前 述 のとおり、人 権 は私 たちみんなの身

近 な権 利 であり、平 等 に適 用 され、一 人 ひとりの個 人 を尊
重 し、その個 性 を伸 ばすことを保 障 します。しかし、人 権 は
国 や自 治 体 から与 えられるものではなく、国 や自 治 体 を構

成 する個 々人 の絶 えまない努 力 によって、初 めて実 現 可 能
となることを忘れてはなりません。 
 世 界 人 権 宣 言 の第 ２８条 は「すべて人 は、この宣 言 に掲

げる権 利 及 び自 由 が完 全 に実 現 される社 会 的 及 び国 際 的
秩 序 に対 する権 利 を有 する」と規 定 していますが、それに続
く第 ２９条 は「すべて人 は、その人 格 の自 由 かつ完 全 な発 展

がその中 にあってのみ可 能 である社 会 に対 して義 務 を負 う」
と規 定 して、人 権 が尊 重 される社 会 づくりの最 終 的 な責 務
が実 は私 たち一 人 ひとりにあることを明らかにしています。 

 同 様 に、日 本 国 憲 法 第 １２条 も「この憲 法 が国 民 に保 障

する自 由 及 び権 利 は、国 民 の不 断 の努 力 によって、これを
保 持 しなければならない」と規 定 しています。条 例 の前 文 が
「現 在 および将 来 の世 代 にわたり、・・・人 間 としての尊 厳 が

保 障 され、すべての人 の人 権 が尊 重 される社 会 をつくりあ
げることは、私 たちみんなの願 いであり、また責 務 である」と
うたっているのも、同じ趣旨 です。 

  さらに、条 例 の前 文 は「私 たちはこのような自 由 と権 利 を
行 使 するに際 しては、他 者 の自 由 や権 利 を認 め合 い、相 互
に尊 重 しなければならないという義 務 を負 っている」とうたっ

て、個 人 の人 権 の行 使 には他 の個 人 の人 権 の尊 重 という
制 約 を伴うことを明 らかにしています。 
 

５ 基本施策の推進  

 

  人 権 の基 本 理 念 に基 づき県が推 進 すべき基 本 施 策を、 
（１）人 権 が尊 重 される条 件 づくり、つまり人 権 意 識高 揚 のた

めの教 育・啓 発 に関わるもの 

（２）人 権 が侵 害 された場 合 の救 済 、具 体 的 には被 害 者 の
相 談 ・支援 体 制 に関わるもの 

に分 けて示 します。 

 
（１）人権意識の高揚－教育・啓発  
 

 人 権 意 識 高 揚 のための教 育 ・啓 発 活 動 については、家
庭 、学 校 、地 域 社 会 における人 権 教 育 および人 権 啓 発 を以
下 のとおり推 進 します。 

 
（人権教育）  
①家庭教育  

 乳 幼 児 期 における家 庭 環 境 を充 実 することは、成 長 後 に
他 人 の生 命 を大 切 にし、人 権 を尊 重 できる人 格 を形 成 する
上 できわめて重 要 です。 

 しかし、少 子 化 や家 族 規 模 の縮 小 、家 族 形 態 の多 様 化
が進 み、地 域 社 会 の連 帯 意 識 が弱 体 化 しつつある現 状 に
おいては、乳 幼 児 を育 てる保 護 者 が親 族 や近 隣 の人 たちか

らアドバイスを受 けることが困 難 になっています。また、男 女
が共 同 して子 育 てに当 たる諸 条 件 が十 分 でない中 で、家 庭
が本 来 担 うべき教 育 の場 としての機 能 が十 分 に発 揮 されて

いない状 況 があります。なお、このような状 況 は、乳 幼 児 期
に限 ったことではなく、就 学後 についても同様 です。 
 したがって、このような家 庭 の教 育 機 能 の低 下 を補 充 し、

それを強 化 する社 会 的 な取 り組 みを一 層 充 実 することが必
要 です。県 としても、家 庭 の孤 立 化 を防 ぎ、男 女 が共 同 して
子 育 てに当 たる条 件 を整 備 するために、子 育 てに関 する学

習 機 会 や情 報 の提 供 、地 域 社 会 において、また保 護 者 同
士 で情 報 交 換 を行 える場 の設 置 等 、積 極 的 に支 援 体 制 の
強 化 を図 ります。 

 
②学校教育  
 児 童 生 徒 の人 権 意 識 の高 揚 を図 るため、個 々の児 童 生

徒 の自 尊 感 情 を高 めるとともに、他 者 を尊 重 しお互 いの違
いを認 め合 う、つまり自 立 と共生 の意 識 を深 め、発 展 させる
教 育 を推 進 します。 

 また、人 権 に関 する知 識 と並 んで人 権 に対 する感 性 を磨
くことも重 要 であり、そのため学校 教 育 の中 に高 齢 者 、障 害
者 、外 国 人 などと交 流 する体 験 学 習 の機 会 を取 り入 れま

す。 
 さらに、これらの教 育 を推 進 するに当 たって、個 々の生 徒
の自 主 性 を尊 重 し、自 発 的 な取 り組 みを奨 励 するために参

加 型 学 習 を促 進 します。 
 
③社会教育  

 地 域 社 会 が弱 体化 しつつある現 状 にあって、人 権 教 育 の
場 としての地 域 社 会 の役 割 を再 検 討 し、必 要 に応 じて、そ
の活 動 の支 援 ・促 進 に努 めます。また、生 涯 学 習 の基 礎 とし

て人 権 教 育 を位 置 づけ、多 様 な学 習 機 会 の充 実 等 学 習 環
境 づくりを進めます。 
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（人権啓発）  
 人 権 啓 発 のための活 動 は、これまでも様 々な場 で取 り組
まれてきました。地 域 社 会 のほかに、県 内 の企 業 や各 種 団

体 、ＮＰＯ※３等 の中 にも人 権 啓 発 に取 り組 んでいるものがあ
り、県 として、これらの啓 発 活 動 がより充 実 したものとなるよ
う、教 材 や講 師 に関 する情 報 提 供 等 の支 援 を行 います。ま

た、県 自 体 も、いろいろな形 で人 権 啓 発 に取 り組 んできてお
り、今 後 ともその充 実 に努めます。 
 そして、県 が人 権 啓 発 活 動 を支 援 し、自 らこれに取 り組

む場 合 には、次 の諸点 に留 意 します。 
 まず、啓 発 に当 たっては、人 権 が県 民 すべての日 常 生 活
に不 可 欠 な自 分 自 身 に関 わる権 利 であり、すべての個 人 が

差 別 なく尊 重 され、お互 いが他 者 の個 性 を尊 重 し多 様 性 の
中 で共 生 すべきであり、人 権 が尊 重 される社 会 を形 成 する
ことはすべての個 人 の義 務 でもある、という認 識 を深 めるこ

とを目 指 します。 
  また、啓 発 は、他 者 の身 になって人 権 を考 える態 度 を養
うこと、つまり、子 どもや高 齢 者 あるいは障 害 のある人 など

の立 場 に立 って、それぞれ相 手 の感 じ方 、考 え方 を思 いや
る態 度 を身 につけることを目 指 します。そうした意 識 を身 に
つけ、それに基 づいて行 動 する態 度 を自 分 のものとすること

を人 権 啓 発活 動 の目 標 とします。 
 さらに、どのような啓 発 も、結 局 は県 民 一 人 ひとりの人 権
意 識 高 揚 を目 指 します。県 民 がお互 いを思 いやれるように

なることは、みんなが暮 らしやすい滋 賀 県 をつくることにつな
がり、結 果 として、県 民 一 人 ひとりがその恩 恵 を受 けること
になります。県 民 一 人 ひとりの人権 意 識 の高 揚 こそが、一 人

ひとりの自 発 的 な行 動 を促 し、人 権 が尊 重 される社 会 の実
現 につながるという認 識 のもとに推 進 します。 
 

（２）人権侵害に対する救済－相談・支援体制  
の充実  
 

 被 害 者 の法 的 救 済 や加 害 者 の処 罰 は法 務 省 や裁 判 所
など国 の機 関 の専 管 事 項 であり、県 が実 施 可 能 な救 済 手
段 として、相 談 ・支 援 に取 り組 む必 要 があります。そこで、県

としては、このような機 関 との連 携 を図 るとともに、以 下 の点
に留 意 して、相 談・支 援 体制 の充 実 を図 ります。 
 第 一 に、人 権 を侵 害 された、またはされている個 人 が、安

心 してかつ容 易 に利 用 できる相 談 ・支 援 体 制 を目 指 しま
す。すなわち、利 用 者 のプライバシーを保 護 し、不 安 を取 り
除 き、地 理的 にも利用 しやすいものとすることが肝 要 です。 

 そのため、相 談 に関 する秘 密 を保 持 することはもちろん、
周 囲 を気 にせずに相 談 できるよう、相 談 場 所 についても配
慮 します。また、地 理 的 に利 用 可 能 なものとするために、国

や市 町 村 の機 関 との連携 ・協力を図 ります。 
 第 二 に、利 用 者 が信 頼 できる相 談 ・支 援 体 制 を目 指 しま
す。相 談 ・支 援 の対 象 となる人 権 侵 害 が多 種 多 様 であるこ

とから、総 合 性 ・一 般 性 に富 んだ相 談 ・支 援 の窓 口 の整 備
に努 めます。他 方 で、利 用 者 の中 には一 般 的 な指 導 ・助 言
を求 めるだけでなく、専 門 的 なガイダンスを必 要 とする個 人

も含 まれることから、個 別 の問題 についてより専 門 的 に対 応
できる窓 口 の充 実を図 ります。 
 第 三 に、利 用 者 が納 得 できる結 果 を出 せるような、効 果

的 な相 談 ・支 援 体 制 を目 指 します。すべての相 談 ・支 援 窓
口 があらゆる専 門 性 を備 えているとは限 らず、利 用 者 の要
望 に即 座 に対 応 することは不 可 能 かもしれません。しかし、

利 用 者 が少 なくとも納 得 できる結 果 を出 すために、窓 口 相
互 間 のネットワークの確 立 に努め、適 切 な窓 口 を紹 介 できる
体 制 をつくります。また、紹 介 した窓 口 が利 用 者 の要 望 にど

のように対 応 し、それがどのような結 果 につながったかをフォ
ローアップするように努めます。 
 第 四 に、相 談 ・支 援 体 制 の存 在 、つまりどこにどのような

窓 口 があるかが、県 民 に広 く知 られていることが必 要 であ
り、相 談 窓 口 のＰＲに努 めます。 
 第 五 に、相 談 ・支 援 等 を行 うＮＰＯ等 と連 携 ・協 力 するこ

とが必 要 です。利 用 者 の立 場 に立 って対 応 できることや、ノ
ウハウを持 っているという面 でも、ＮＰＯ等 の果 たす役 割 は
重 要 であり、これら民 間 の窓 口 と連 携 ・協 力 するとともに、

必 要 に応 じて支 援 を行 います。 

 以 上 のような基 本 施 策 を総 合 的 ・体 系 的 に推 進 するため
には、基 本 施 策 に関 する情 報 収 集 や研 究 等 を行 うことが必
要 であり、そのような場 の整備について検 討 します。 

６ 分野別施策の推進  

 

（１）女性  
 
・固定的な性別役割分担意識の解消 

 社 会 に根 強 く残 っている男 女 の固 定 的 な性 別 役 割 分 担
意 識 を解 消 し、家 庭 、地 域 、学 校 、職 場 等 でこうした意 識 に
根 差 す制 度や慣 習 の見 直 しを促 進 します。 

・方針決定の場への女性の参画の促進 
 行 政 、企 業 、地 域 等 における方 針 の立 案 、決 定 に男 女 の
意 見 が反映 されるよう、女 性 の参 画 を促 進 します。 

・男女共同参画社会の条件整備 
 男 女 がともに職 業 生 活 と地 域 ・家 庭 生 活 との調 和 ・両 立
を図 るため、育 児 ・介 護 サービスの充 実 を図 ります。また、男

女 がともに家 事 、育 児 、介 護 等 を担 うという社 会 的 気 運 を
醸 成 します。 
・職場における男女不平等の解消 

 職 場 において、女 性 が意 欲 と能 力 に応 じた待 遇 を受 けら
れるよう、男 女 雇 用 機 会 均 等 法 の厳 正 な適 用 について指
導 ・啓 発 します。 

・あらゆる暴力から女性を守る体制の整備 
 ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）、セクシュアル・ハラスメ
ント、性 犯 罪 、売 買 春 、ストーカー行 為 等 の身 体 的 、性 的 、

精 神 的 なあらゆる暴 力 から女 性 を守 るために、迅 速 で適 切
な対 応 が図 れるよう、子 ども家 庭 相 談 センター、男 女 共 同
参 画 センター、警 察 、医 療 機 関 、司 法 、ＮＰＯ等 の関 係 者 に

よる連 携 を図 り、相 談 、保 護 、自 立 支 援 の取 り組 みを強 化
します。特 に自 立 支 援 については、経 済 的 な自 立 の促 進 や
カウンセリング等 による精 神的 な支 援 を行います。 

 また、女 性 の保 護 、救 済 を機 動 的 、弾 力 的 に行 えるよう
なシェルターの充実 について検討 します。 
 また、ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）が重 大 な人 権 侵

害 であるという認 識 を広 めるとともに、暴 力 を許 さない社 会
意 識 を高めるよう啓発 を行います。 
 さらに、再 発 防 止 のため、加 害 者 に対 する教 育 ・カウンセ

リングの実 施 について検 討 します。 
 
（２）子ども  

 
・子どもの意見が尊重される社会環境づくりの推進 
 子 どもが夢 や希 望 を持 ち、生 き生 きと健 やかに育 っていく

ため、子どもが意 見を表 明 できる機 会 を幅 広 く提供 します。 
 そして、子 どもの意 見 や思 いを社 会 に生 かしていくための
取 り組 みを行 います。 

・子どもの権利の普及啓発 
 子 どもを一 方 的 な保 護 対 象 としてではなく、独 立 した人
格 を持 つ権 利 の主 体 として認 識 するような気 運 を醸 成 しま

す。そして、子 どもの権 利 条 約 の内 容 について、子 どもと並
び、教 育 関 係 者 、保 護 者 など子 どもに関 わるすべての大 人
に対 して普 及 啓 発を図 ります。 

・児童虐待防止 
 児 童 虐 待 の未 然 防 止 と早 期 発 見 ・救 済 を図 るため、子 ど
も家 庭 相 談 センター、保 健 所 、保 育 所 、学 校 、医 療 機 関 、Ｎ

ＰＯ等 との連 携 強 化 を図 るとともに、虐 待 防 止 に関 する普
及 啓 発 を図 ります。そして、児 童 虐 待 に関 する各 事 案 に適
切 に対 応 するために、子 ども家 庭 相 談 センター等 専 門 機 関

の体 制 や機能 の充 実 を図 ります。 
  被 虐 待 児 の処 遇 については、児 童 養 護 施 設 などの入 所
施 設 における体 制 の充 実 を図 ります。また、家 庭 に近 い雰

囲 気 の中 で育 つことが有 効 であることから、里 親 制 度 の普
及 を図 ります。 
  さらに、再 発 防 止 のため、虐 待 の加 害 者 に対 する教 育 ・

カウンセリングを行います。 
・児童養護施設等における子どもの権利擁護の充実 
 児 童 養 護 施 設 等 では、保 護 者 に虐 待 を受 け、心 身 ともに
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傷 を負 った子 どもの入 所 が増 加 しており、施 設 における一
層 適 切 な処 遇 が求 められることから、子 どもの権 利 擁 護 の
ための第 三 者 機 関 の整 備 等 、施 設 における子 どもの権 利

擁 護 の充 実 に努めます。 
・子育て支援 
 保 育 施 策 の充 実 をはじめ、子 育 てを社 会 全 体 で支 援 す

るシステムの充 実を図 ります。 
・不登校児童生徒支援 
  不 登 校 はどの子 どもにも起 こりうるものであるという視 点

に立 ち、不 登 校 の要 因 や子 どもの状 況 に応 じて、自 発 的 に
登 校 できるような支 援 を行 います。 
  また、地 域 や保 護 者 に対 して、不 登 校 についての理 解 を

深 めるための啓 発 を行 います。 
・いじめ防止 
 いじめを生 み出 しやすい土 壌 を改 善 するため、個 性 や違

いを尊 重 する意 識 や態 度 の育成 を目 指 す教 育を行います。 
 これと並 んで、いじめの早 期 発 見 や、被 害 者 の心 のケア、
加 害 者 の指 導 に努めます。 

 
（３）高齢者  
 

・社会参画の促進 
 高 齢 者 が、これまで培 ってきた経 験 や知 識 を発 揮 し、生
きがいを持 って社 会 参 画 できるよう、支 援 体 制 の充 実 を図

ります。また、就 業 の場 の確 保 を促 進 します。 
・介護サービスの充実 
  自 らの意 思 が尊 重 され、その人 らしい自 立 した質 の高 い

生 活 が送れるよう、介護 サービスの一 層 の充実 を図 ります。 
・一人暮らし高齢者への支援 
  一 人 暮 らし高 齢 者 が、不 安 を感 じることなく生 活 できるよ

う、安 否 確 認 等 の体 制 づくりや生 活 支 援 等 の一 層 の充 実
を図 ります。 
・バリアフリー※４の促進 

  自 らの意 思 で自 由 に外 出 し移 動 することができるように、
道 路 、交 通 機 関 、建 物 等 のバリア（障 壁 ）を解 消 するととも
に、ユニバーサルデザイン※５の考 え方 に基 づく誰 もが住 みよ

いまちづくりを推 進 します。 
・権利擁護の充実 
  判 断 能 力 の不 十 分 な人 に対 する財 産 ・金 銭 面 および身

体 ・精 神 面 に関 する権 利 侵 害 についての相 談 ・支 援 を充 実
させるとともに、権 利 侵 害 を受 けずに地 域 で安 心 して暮 らせ
るよう、地 域 福 祉 権 利 擁 護 事 業 や成 年 後 見 制 度 の普 及 促

進 を図 ります。 
・施設入所者等の人権擁護の促進 
 本 人 の意 思 に反 して過 度 に行 動 の自 由 を制 限 する身 体

拘 束 の禁 止 など、施 設 入 所 者 等 の人 権 に配 慮 した質 の高
いサービスが提供 できるよう指導 を行 います。 
 

（４）障害者  
 
・ノーマライゼーション※６の理念等の普及啓発 

 障 害 者 が地 域 社 会 で安 心 して生 活 するためには、地 域
住 民 がノーマライゼーションの理 念 に基 づき、障 害 や障 害 者
について正 しく理 解 することが不 可 欠 であり、その理 念 等 に

ついて普 及 啓 発を行います。 
・地域における生活支援 
 地 域 社 会 で生 活 ができるよう、コミュニケーション支 援 や

介 助 サービス等 の一 層 の拡 充 を図 ります。また、障 害 者 が
自 らの意 思 で社 会 参 画 できるという意 味 での自 立 を支 援
する必 要 があり、経 済 的 な自 立 という観 点 からは、雇 用 の

場 の確 保 を促 進 します。 
・バリアフリーの促進 
 自 らの意 思 で自 由 に外 出 し移 動 することができるように、

道 路 、交 通 機 関 、建 物 等 のバリア（障 壁 ）を解 消 するととも
に、ユニバーサルデザインの考 え方 に基 づく誰 もが住 みよい
まちづくりを推 進 します。 

・権利擁護の充実 
  判 断 能 力 の不 十 分 な人 に対 する財 産 ・金 銭 面 および身
体 ・精 神 面 に関 する権 利 侵 害 についての相 談 ・支 援 を充 実

させるとともに、権 利 侵 害 を受 けずに地 域 で安 心 して暮 らせ

るよう、地 域 福 祉 権 利 擁 護 事 業 や成 年 後 見 制 度 の普 及 促
進 を図 ります。 
・施設入所者等の人権擁護の促進 

 本 人 の意 思 に反 して過 度 に行 動 の自 由 を制 限 する身 体
拘 束 の禁 止 など、施 設 入 所 者 等 の人 権 に配 慮 した質 の高
いサービスが提供 できるよう指導 を行 います。 

 

（５）同和問題  

 
・一般施策※７による対応 
  教 育 、就 労 などの分 野 における残 された課 題 解 決 につい

ては、地 域 の状 況 や事 業 の必 要 性 の的 確 な把 握 に努 めた
上 で、必 要 な一 般 施策 によりその解 決 を図 っていきます。 
・心理的差別の解消 

 差 別 意 識 の解 消 を図 るに当 たっては、これまでの同 和 教
育 や啓 発 活 動 の中 で積 み上 げられてきた成 果 と手 法 への
評 価 を踏 まえて、人 権 教 育 、人 権 啓 発 の事 業 に再 構 築 し、

その中 で同 和 問 題 を重 要 な柱として推 進 します。 
・地域総合センターへの助言 
  地 域 総 合 センターにおいて、その利 用 対 象 地 域 の実 情 に

応 じた福 祉 の向 上 や人 権 啓 発 のための住 民 交 流 の拠 点 と
なるコミュニティーセンターとして、総 合 的 な活 動 が行 えるよ
う適 切 な助言 に努 めます。 

・えせ同和行為の排除 
 同 和 問 題 に対 する誤 った意 識 を植 え付 け、同 和 問 題 解
決 の大 きな阻 害 要 因 となっているえせ同 和 行 為 に対 して

は、警 察 や地 方 法 務 局 等 関 係 機 関 と緊 密 な連 携 を保 ち、
排 除 へ向 けた取 り組 みを進めます。 
 

（６）外国人  

 

・外国語による情報提供、日本語教育の推進 
  言 葉 の壁 を解 消 し、在 住 外 国 人 が円 滑 な生 活 を送 れる
よう、各 種 媒 体 を使 った外 国 語 による生 活 情 報 の提 供 や相

談 体 制 の充 実 、日本 語 教 育 の推 進 を図 ります。 
・多文化共生社会の創造 
  外 国 人 に対 する正 しい理 解 を深 めるための啓 発 に努めま

す。さらに、異 なる文 化 を理 解 しようとするだけでなく、出 会
いと交 流 を通 して、お互 いの文化 を尊 重 し、違 いを認め合 う
ことで、豊 かな地 域 文 化 を創 造 し、多 文 化 共 生 社 会 を構 築

していきます。 
・国際理解教育の推進 
  学 校 教 育 においては、外 国 の文 化 や伝 統 を尊 重 し、外 国

人 児 童 生 徒 と共 に生 きていく資 質 や能 力 の育 成 に努 めま
す。併 せて、在 日 韓 国 ・朝 鮮 人児 童 生 徒 が日 本 の学 校 に在
籍 している歴 史 的 な経 緯 や社 会 的 な背 景 が正 しく理 解 され

るように努 めます。 
・外国人児童生徒への教育 
 学 習 言 語 としての日 本 語 能 力 が不 十 分 なために、学 習

意 欲 をなくして不 登 校 となる子 どもが増 加 することは深 刻 な
問 題 であり、一 人 ひとりの児 童 生 徒 の習 得 状 況 に応 じた生
活 適 応 指 導 および日 本 語 指 導 を推 進 するとともに、母 国 の

文 化 や言語 に接 する機 会 の確保 に努 めます。 
  
（７）患者  

 
・療養環境の整備（クオリティー・オブ・ライフの向
上） 

  入 院 施 設 におけるプライバシーの保 護 や生 活 環 境 の快
適 さ等 の面 で、日 常 生 活 の継 続 が可 能 となるよう療 養 環 境
の一 層 の整 備 を促進 します。 

・患者主体の医療 
  患 者 には医 師 と対 等 の立 場 で医 療 を受 ける権 利 がある
ことを前 提 として、患 者 が主 体 的 に参 加 できる医 療 となるよ

う、医 療 従 事 者 に対 してインフォームド・コンセント※８の確 立
を働 きかけるとともに、患 者 自 身 に対 しても、患 者 の 権 利
について自 覚 し、主 体 的 に医 療 に参 加 するよう普 及 啓 発 を
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推 進 します。 
・正しい知識の普及啓発 
 エイズ患 者 ・ＨＩＶ感 染 者 、難 病 患 者 、ハンセン病 療 養 所

入 所 者 等 に対 する差 別 や偏 見 の大 きな要 因 は、これらの疾
病 を正 しく理 解 していないことにあることから、正 しい知 識 の
普 及 啓 発 を図 ります。 

・相談体制整備 
  医 療 事 故 や医 療 過 誤 を含 めた医 療 行 為 に関 わる問 題 に
ついて、患 者 やその家 族 が苦 情を申 し立 て、また相 談 するこ

とができる制 度 を充実 します。 
 
  このほか、犯 罪 被 害 者 への相 談 支 援 の充 実 や、刑 を終 え

て出 所 した人 の人 権 について啓 発 を行 う等 、人 権 が尊 重 さ
れるための様々な施 策 を推 進 します。 
 

７ 推進体制  

 

（１）県庁内の推進体制  
 
 この人 権 施 策 基 本 方 針 に基 づき、全 庁 的 な推 進 組 織 で

ある滋 賀 県 人 権 施 策 推 進 本 部 を中 心 に、関 係 部 局 相 互 の
緊 密 な連 携 のもと、人 権 施 策 の総 合 的 かつ効 果 的 な推 進
に努 めます。 

  また、基 本 方 針 に沿 って、県 行 政 のあらゆる分 野 で人 権
尊 重 の視 点 に立 った行 政 が推 進 されるよう、絶 えず人 権 尊
重 の視 点 から県 の施策 の点 検・見 直 しを行います。 

  併 せて、県 が実 施 する人 権 施 策 を県 民 の皆 さんが評 価
できるように必要 な情 報 を積 極的 に公 開 します。 
 

（２）県職員等に対する人権研修  
 
  この人 権 施 策 基 本 方 針 に基 づき、施 策 を推 進 するに当

たっては、施 策 を実 施 する者 自 身 が人 権 尊 重 の理 念 を理
解 し、行 動 に移 せることが不 可 欠 です。したがって、県 職 員
はもとより、教 育 関 係 者 、警 察 職 員 、医 療 ・福 祉 関 係 者 な

ど、人 権 に関 係 の深 い職 業 に従 事 する者 に対 してより一 層
の人 権 研 修 の充 実 に努 めます。 
 

（３）国、市町村、ＮＰＯ等との連携  
 
 人 権 施 策 は国 、市 町 村 においてもそれぞれ実 施 されてお

り、県 の人 権 施 策 をより効 果 的 に推 進 するために、これら行
政 機 関 と緊密 な連 携 を図り、相互 に協 力 します。 
  また、人 権 が尊 重 される社 会 づくりの最 終 的 な責 務 が私

たち一 人 ひとりにあるという意 味 からも、県 民 、企 業 、各 種
団 体 、ＮＰＯ等 による自 主 的 、主 体 的 な活 動 は不 可 欠 であ
り、これらの活 動 との連 携 を図 ります。特 に、ＮＰＯは、機 動

性 に富 み、多 様 な個 別 ニーズに柔 軟 に対 応 できるなど優 れ
た特 性 を持 っており、様 々なニーズに対 応 して人 権 施 策 を
実 施 するために、県 とＮＰＯが連 携 ・協 力 するとともに自 主

性 や自 発 性 を尊 重 しながら、情 報 ・学 習 機 会 の提 供 や人 材
養 成 等 の支 援 を行 います。 
 

 
用語の解説  
 

※１ ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ） 
 親 しい人 間 関 係 の中 で起 こる暴 力 をいい、身 体 的 暴 力
だけでなく、精 神 的 、性 的 、経済的 な暴 力 なども含む。 

 
※２ クオリティー・オブ・ライフ 
 生 活 の質 的 向 上 をいい、医 療現 場 においては、患 者 や家

族 の人 生 観 や価 値 判 断 を優 先させ、生 命 、生 活 、人 生 の質
的 内 容 を重 く見ていこうとする考 え方 。 
 

※３ ＮＰＯ 
  民 間 非 営 利 組 織 （団 体 ）。本 来は、公 益 法 人 や共 益 団 体
も含 む幅 広 い概 念 であるが、わが国 では市 民 活 動 を中 心 と

した団 体 として捉 えることが多 く、目 的 達 成 に重 点 を置 いた
営 利 を目 的 としない公 益 的 な団 体 である。行 政 や企 業 とと
もに、これからの社 会 を支 えていくものとして大 きな期 待 が

寄 せられている。 
  なお、類 似 の言 葉 で「ＮＧＯ」があるが、これはもともと国
連 憲 章 の中 で使 われている言 葉 で非 政 府 組 織 と訳 される。

通 常 国 連 では「ＮＧＯ」に営 利 企 業 を入 れないので、基 本 的
には「ＮＰＯ」と同じである。 
 

※４ バリアフリー 
  障 害 者 が社 会 生 活 を営 む上 での障 壁 （バリア）をなくすこ
と。バリアには意 識 上 のもの、建 物 などの物 理 的 なもの、制

度 的 なものなどがある。 
 
※５ ユニバーサルデザイン 

  年 齢 、性 別 、障 害 の有 無 に関 わらず、すべての人 が利 用
可 能 なように、常 により良 いものに改 良 していこうという考 え
方 。 

 
※６ ノーマライゼーション 
 障 害 者 等 の社 会 的 に不 利 を負 いやすい人 々を当 然 に包

含 するのが通 常 の社 会 であり、そのあるがままの姿 で他 の
人 々と同 等 の権 利 を享受 できるようにするという考 え方 。 
 

※７ 一般施策 
  対 象 地 域 や対 象 者 を限 定 して適 用 する施 策 である「特
別 対 策 」に対 して、対 象 地 域 や対 象 者 を限 定 しない施 策 を

「一 般 施策 」という。 
（同 和 問 題 に関 しては、同 和 対 策 事 業 特 別 措 置 法 以 来 、
特 別 対 策が行 われてきた。） 

 
※８ インフォームド・コンセント 
  患 者 が医 療 行 為 の内 容 について医 師 等 から十 分 な説 明

を受 け、納 得 の上 で同意 すること。


